
 
 

 

 

 

 

芦屋市地球温暖化対策実行計画 
（区域施策編） 
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区域施策編策定の背景

 

 

 

 

 

 

【新】 【旧】



 

29 

地域経済循環分析 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料 環境省 地域経済循環分析（平成 30〔2018〕年度版） 

 
（１７）まとめ 

地域特性のまとめと活用策の検討結果 
区 分 特 性 活用策の検討結果 

自
然
的
特
性 

 年平均気温は概ね 17.2℃で温暖 
 年間降水量は概ね 1,400mm 
 年間日照時間は 2,100 時間程度で安定 
 年間平均風速は 3.7ｍ/s で風況は定常的 

 安定した日照条件を生かした太陽光発
電の導入 
 定常的な風況から得られる自然の通風
や温暖な気候を生かしたパッシブ手法
を取り入れた空調等における省エネル
ギー 
 風力発電に適した平均風速は 6.5ｍ/s
以上のため不適 
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地
理
的
特
性 

 南北に細⾧いまちで、北は六甲の山並み
南は大阪湾に面し、気候温和な自然環境 
 六甲山を頂点として高低差のある地形 
 山林の減少、宅地の増加 
 宅地の面積割合が約80％（課税地ベース） 
 市街化区域の９割超が住居系用途地域 

 市街化区域の９割超を占める宅地の立
地特性（南向き斜面）を生かした住宅へ
の太陽光発電の導入 
 大阪湾に面する気候温和な自然環境を
踏まえた海の CO2 吸収源対策（ブルー
カーボン）の検討 
 地形の高低差を利用した小水力発電の
導入が考えられるが、調査の結果、可能
性なし 
 市域の北に広がる六甲山系の森林の保
全（CO2 吸収源対策） 

社
会
的
特
性 

 住宅地として発展、質の高い住環境を備
えた都市 
 世帯数の増加、少子高齢化の進行 
 住宅数は近年横ばい、空き家率 11.5％ 
 住宅着工件数は年間 500 件程度 
 平成 3(1991)～平成 12(2000)年度に建
てられた住宅が約 26％ 
 農家数、農家人口は減少傾向 
 第３次産業の就業者数は近年増加 
 製造品出荷額、製造事業所数、従業者数は
横ばい 
 卸売・小売業の店舗数、従業者数、年間商
品販売額は増加傾向 
 市内総生産は 2 千億円超で横ばい 
 市内総生産の約 90％は第 3 次産業 
 鉄道等の公共交通機関が充実 
 自動車保有台数の約 80％が乗用車 
 電気の消費量は年々減少 
 都市ガス家庭用以外の需要量が増加傾向 
 ごみ収集量は減少傾向 
 太陽光発電は順調に普及 
 市域の緑被率は約 27％程度 
 エネルギー代金（113 億円）の流出 

 古くから住宅地として発展した特性を
踏まえ、住宅のリフォームやリニューア
ル時期をとらえた省エネ化・ＺＥＨ化 
 住宅都市であることを踏まえ、昼夜間の
エネルギー消費ギャップ解消を目的と
した住宅用太陽光発電設備への蓄電池
導入 
 工場・事業場の省エネ・ZEB 化、PPA モ
デルの導入 
 卸売・小売業における省エネ化 
 業務ビル等の ZEB 化 
 乗用車の保有比率が高いことを踏まえ、
電気自動車等の導入促進とともに V2H
（EV の蓄電池を住宅用電源としても活
用）の導入促進 
 公共交通機関の使用エネルギーの低炭
素化 
 ごみ焼却余熱・下水熱等の未利用エネル
ギーの活用 
 CO2 吸収源としての都市緑化の推進 
 エネルギーの地産地消 

 
以上の検討の結果、芦屋市においては、戸建て住宅、集合住宅への太陽光発電設
備の導入や、省エネ設備導入の促進施策が重要であることが分かります。 
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第２章 温室効果ガス排出量の推計 

 
（２－1）区域の温室効果ガスの現況推計 

本市では、環境省が地方公共団体実行計画策定・実施支援サイトにて公表している「地方
公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）」（令和６年４月）に
基づいて、区域施策編が対象とする部門・分野の温室効果ガスの現況推計を行いました。 

現況推計結果は下表のとおりです。 
 

ガス種別・部門別温室効果ガス排出量の推移 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
温室効果ガス排出量は、平成 26（2014）年度以降減少傾向にあります。排出量が推計で

きる直近年度である令和３（2021）年度（以下、「現況年度」という。）は 259.1 千 t-CO2

であり、平成 25（2013）年度（以下、「基準年度」という。）の 359.1 千 t-CO2 と比べて
27.9％減少しています。 
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温室効果総排出量の推移 
 
ガス種別では、二酸化炭素が総排出量の 91.7％を占めており、エネルギー起源の二酸化

炭素が 85.3％に上っています。また、部門別では家庭部門が 31.4％、次いで業務その他部
門が 28.7％となっています。家庭部門からの排出割合は、県全体と比べても３倍以上とき
わめて多いほか、運輸部門・廃棄物分野・その他でも市民生活に起因する排出があります。 

【ガス種別排出割合】             【部門別排出割合】 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

ガス種別・部門別温室効果ガス排出量の割合 
 

  

参考 兵庫県の温室効果ガス排出量（出典 ひょうごの環境） 
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コラム   ～COOL CHOICE，ゼロカーボンアクション 30～ 

「COOL CHOICE」は，CO2 などの温室効果ガスの排出量削減のために，脱炭素社会づくりに
貢献する「製品への買換え」，「サービスの利用」，「ライフスタイルの選択」など，日々の生活の中
で，あらゆる「賢い選択」をしていこうという取組です。 

日本の CO2 排出量の約 6 割が，衣食住を中心とする「ライフスタイル」に起因しています。（一
人当たり年間 7.6t-CO2 排出（平成 29〔2017〕年））衣・食・住・移動など，私たちが普段の生
活の中で消費する製品・サービスのライフサイクル（製造，流通，使用，廃棄等の各段階）におい
て生ずる温室効果ガスが，日本の CO2 排出量の約 6 割を占めているのです。 

私たちが，生活の中でちょっとした工夫をしながら，無駄をなくし，環境負荷の低い製品・サー
ビスを選択することで，こうしたライフスタイルに起因する CO2 削減に大きく貢献することがで
きます。 

 
 

資料 南斉規介（2019）産業連関表による環境負荷原単位データ
ブック（3EID）（国立環境研究所），Nansai et al（2020） 
Resources, Conservation &Recycling 152 104525，総務省平
成 27（2015）年産業連関表に基づき国立環境研究所及び地球環
境戦略研究機関（IGES）にて推計 
※各項目は，日本で消費・固定資本形成される製品・サービス毎の
ライフサイクル（資源の採取，素材の加工，製品の製造，流通，小
売，使用，廃棄）において生じる温室効果ガス排出量（カーボンフ
ットプリント）を算定し，合算したもの（国内の生産ベースの直接
排出量と一致しない。）。 
 
 

ゼロカーボンアクションの例と期待される CO2 削減効果（年間） 
（資料 環境省ホームページ） 

エネルギーの節約・転換  住宅のリフォーム 
再エネ 気への り え 1 232   人  断熱リフォーム（性能等級４） 1 2   世帯 

エアコン設定温度の変 （ 1℃） 1    人  二重窓への取り替え      世帯 

エアコン使用時間の短縮（1  日） 2    台  太陽光発電システムの設置 1 2       
   

移動手段の見直し  食生活の見直し 
公    関の  （  ･  ） 2 3   人  食事の完食（食品ロス⇒ゼロ）      人 

エコドライブ（2 ％の燃費改善） 1     人   食 の  （温室    地物） 3    人 

 気自動車への り換え 2 2   人  野菜・果物の地産地消     人 
   

サスティナブルファッション  ３R（リデュース･リユース･リサイクル） 
  の 度な 入（1   度に） 1     人  マイボトルの活用（3 回× 年）     人 

リサイクル素材の活用（1 ％） 2    人   イ ッ   （レ  3  枚削減） 1   人 

フリーマーケットの活用（1 ％）      人  容器包装プラスチックのリサイクル     人 
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